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年金制度の概要


日本の年金制度は複雑で、わかりにくいのですが、大事なことは、３階建てになっているという事です。一階部分は、全員が加入する国民年金です。自営業者の方の年金は、基本的にこれだけです。二階部分は、サラリーマンが加入する厚生年金です。公務員などは共済年金ですが、これは厚生年金と似たようなもので、来年秋には厚生年金と合併することが決まっています。三階部分は、企業が独自に設けている企業年金です。これは企業ごとに様々なので、今日は取り上げませんが、サラリーマンの方は自分の会社に企業年金があるか否か、調べてみては如何でしょうか。
一階部分の国民年金は、全員が加入します。原則として、２０歳から６０歳まで保険料を納めると、６５歳になってから毎月64400円が受け取れます。夫婦二人で、毎月１３万円弱です。自営業の方の年金はこれだけですから、チョッと心もとないですね。自営業には定年がありませんから、６５歳を過ぎても元気な間は収入があるだろう、という事なのかもしれませんが、問題なのは、失業者もフリーターも自営業と同じ扱いなのです。おそらく貯金なども少ない中で、夫婦二人で１３万２千円で老後を暮らしていかなくてはなりません。更に、彼等は現役時代に年金保険料が支払えていない場合もあり、そうなると年金が一切もらえない場合も出て来ます。そうなると、老後は生活保護に頼らざるを得ないことになりますが、その話はまた別の機会にしましょう。
二階部分の厚生年金は、サラリーマンが所得に応じて保険料を支払い、支払った保険料に応じて老後に年金を受け取る、というものです。所得の8.56％を保険料として納めると、企業も同額を保険料として納めてくれます。老後に受け取れる額は各人異なりますが、平均的なサラリーマンは大体月に１０万円程度受け取れるようです。つまり、サラリーマンと専業主婦の夫婦の場合、老後は大体２３万円程度の年金が受け取れるという事になります。平均的な高齢者無職世帯の支出が２６万円程度ですから、少し足りないといった程度でしょう。
全員が加入する国民年金ですが、保険料の支払い方は大きく３通りに分かれます。自営業者等は、自分で国民年金の保険料を納めます。サラリーマンは、厚生年金保険料を納めることで、同時に国民年金保険料も納めたものとされますから、給与明細などに国民年金保険料が登場しませんが、それで問題ありません。
次に、サラリーマンの専業主婦は、夫が厚生年金保険料を支払うと、自分も国民年金保険料を納めたものとカウントされます。専業主婦には収入がないので、保険料が払えないという事なのでしょうが、チョッと納得できない制度ですね。夫婦共働きのサラリーマンは二人とも年金保険料を支払いますし、自営業者も夫婦ともに年金保険料を支払いますから、不公平な感じがします。
たとえば、御主人の収入が減ってきたため、奥さんに働きに出てもらった場合、奥さんの年収が１３０万円を超えると共働きと見做されて、奥さんも厚生年金保険料を支払わなくてはいけないのです。御主人の収入が減ったら奥さんの年金支払いが必要になった、というのは問題ですね。更に言えば、御主人がリストラされて無職になったり、離婚して奥さんが専業主婦でなくなった場合も、奥さんは年金保険料を支払う事になります。変な話なのですが、この制度が出来た頃は、サラリーマンには専業主婦がいて、リストラも離婚も少なかったので、こうした点が問題とされなかった、という事のようです。
年金は、６５歳から受け取れるのが基本です。生まれた年によっては、若干早くから受け取れる場合もあるようですが、原則は６５歳からです。しかし、実際に何歳から受け取るかは、６０歳と７０歳の間から自分で選べます。当然ですが、早くから受け取る人は毎月の受取額が少なくなり、遅くまで待った人は毎月の受取額が多くなります。
年金の受取開始を７０歳まで待つと、毎月の年金額が４２％も増えるので、８２歳より長生きをすると思う人で、７０歳まで年金を受け取らずに暮らせる人は、待つ事をお勧めします。少しでも遅らせた方がその分だけ年金額が増えるので、蓄えがあまり無い人でも、たとえば６５歳ではなく６６歳まで待つ、という事を考えてみては如何でしょうか。
６５歳まで待てないという人は、早めに年金の受取をはじめる事が出来ますが、そうなると毎月受け取れる年金額が減ってしまいます。６０歳で受取を始めると、３０％も減ってしまうのです。普通に６５歳から受け取っても老後の生活費には足りな目なのですから、これでは老後が心配です。少しでも働いて、少しでも倹約して、少しでも年金受取開始を待ちましょう。
年金は、死ぬまでもらえますし、インフレになれば受取額も増えて行きます。老後で一番心配なのは、長生きをしている間にインフレになって蓄えが底を突いてしまう事ですが、年金はそうしたリスクに対する備えとして、大変心強い存在です。少しでも毎月の受取額が増えるように、頑張りたいものです。

まとめ：日本の年金制度は三階建てです。 一階部分は全国民共通の国民年金、二階部分はサラリーマンの厚生年金です。三階部分は企業毎に実施している年金です。普通のサラリーマンと専業主婦は、６５歳になると二人併せて毎月２３万円程度の年金がもらえます。

 







老後の必要資金


まとめ：老後の資金は１億円必要だと言われていますが、年金も退職金も親からの相続も加えての事ですから、安心して下さい。普通のサラリーマンは、退職金をもらう前に借金と金融資産が同じくらいであれば、老後は何とかなります。住宅ローンなどが多額に残っている人は、老後も働くなり倹約に努めるなり、頑張りましょう。

　　老後の生活には１億円必要だ、という人もいるので、老後の生活を心配している方も多いでしょう。ただ、自営業などの方は、老後も仕事を続ける方も多いでしょうし、資産や収入の状況も人それぞれでしょうから、今日はサラリーマンについて御話しします。
家計調査という統計で見ると、高齢者の無職世帯の生活費は、月に２６万円ほどです。普通のサラリーマンと専業主婦の家計は、月に２３万円ほど年金が受け取れますから、月に３万円ほど不足する計算になります。６５歳から７０歳までは、今少し生活費がかかるようですが、それでも二人とも１００歳まで生きるとしても、６５歳時点で１５００万円あれば足りる計算になります。葬儀費用くらいは遺産で残したいという事を考えても、１７００万円あれば何とかなりそうです。
６０歳で定年を迎え、退職金を受け取って借金を返し、１７００万円残っていれば、そして定年後再雇用で６５歳まで働けて生活費を賄えれば、何とかなるという計算です。
サラリーマンの退職金は、勤務先の企業規模などによっても個々人によっても様々ですが、１５００万円から２０００万円程度はもらえる場合が多いようなので、退職日前の段階で、金融資産が住宅ローンなどと大体釣り合っていれば、老後は何とかなりそうだ、と考えてよいでしょう。
　　なお、借金はなるべく早く返しましょう。退職前の数年間は、老後に向けて懸命に貯金をする時期なのですが、この時期に銀行預金を積み上げるのは勿体ないことです。借金の金利は預金の金利より高いので、借金を返さずに預金のまま持っているというのは、金利の差だけ無駄をしている事になるのです。かといって、貯金を全部おろして借金の返済に充ててしまうと、急に資金が必要となった時に困りますから、数百万円を残して、それ以上預金がある場合には借金を返済することにしましょう。当然ですが、退職金を受け取ったら、借金は直ちにすべて返済しましょう。
　　老後の生活を考える時に、お金の面でもっとも心配な事は、長生きをして、その間にインフレになって、蓄えが底を突いてしまうことでしょう。そうした心配に対して、最も心強いのが、実は公的年金なのです。年金は、死ぬまでもらえますから、どんなに長生きをしても安心です。また、インフレになると年金の支給額も増えますから、長生きしている間にインフレになっても安心です。もっとも、少子高齢化が進むと、年金財政が苦しくなるので、年金が少しずつ目減りして行くと思われます。物価が上がった分よりも年金の増加分が少し少ない、という年が続くだろう、というわけです。
　　そうなると、月２３万円の年金では、やや心もとないと言えるでしょう。そこで、本来ならば６５歳から受け取れるはずの所、年金の受取開始を７０歳まで待って、その代わりに毎月の年金受取額を４２％増やしてもらう、という事を考えてみましょう。毎月３３万円が死ぬまで受け取れるのであれば、（少子化によって目減りしていったとしても）かなり安心です。
　　そのためには、６５歳から７０歳まで無収入で生活する必要があります。毎月の生活費を３０万円とすると、１８００万円必要です。加えて葬式代くらいは遺産を残すとすると、６５歳時点で２０００万円あれば良い、という計算になります。
５０代、６０代のサラリーマンの方、如何でしょうか。老後の資金は足りそうでしょうか。足りそうならば結構なのですが、足りなそうだと思った時に、決して無理な投資などしないで下さい。退職金で足りないなら投資で増やして不足分を埋めよう、などと考えないで下さい。投資にはリスクがありますから、大もうけを狙えば大損をする可能性があるのです。ただでさえ不足している老後の資金が投資の損で一層少なくなってしまったら、泣くに泣けないでしょう。
　　足りなそうだったら、まず倹約をしましょう。出費を見直そう、といった本は沢山売っていますから、是非読んでみて下さい。それから、定年後も働きましょう。これまでは、長期不況の中で、労働力が余っていましたから、高齢者が仕事を見つけるのは大変でしたが、これからは労働力不足の時代ですから、探せば仕事は見つかるでしょう。
　　その際に気をつけたいのは、現役時代とは立場が異なることをしっかり認識する事です。昔の部下に御使えする事になるかもしれません。あるいは現役時代より遥かに単純な作業を遥かに安い給料でやらされるかもしれません。それでも、働けて収入があるだけマシだと考えて下さい。自尊心が邪魔して「扱いにくい高齢者だ」と思われてしまっては、なかなか雇ってもらえないからです。
それから、奥さんも働きましょう。夫の扶養家族にならなくても良いので、１０３万円や１３０万円の壁など気にせず、大いに稼いで下さい。

 









退職金の運用


まとめ：退職金の運用は、「長生きして、その間にインフレになっても困らないように」という事を最優先に考えましょう。借金を返した後は、退職金で生活して、年金の受取をなるべく我慢しましょう。老後の資産は、円とドルと株式で３分の１ずつ持ちましょう。

　　今回は、一番基本的な退職金の運用方法について御話します。退職金は、今まで手にした事のない金額なので、どう運用しようか戸惑ってしまう人も多いようですが、まずは今日の御話を出発点として、落ち着いて計画を建てて下さい。
退職金が出たら、最初にする事は、借金の返済です。借金の金利は預金の金利よりも遥かに高いですから、借金を抱えたまま、退職金を銀行に預けておくのは勿体ないです。退職金が出る前でも、老後のために貯金をしている人は、貯金を下ろして借金を返すようにしましょう。もっとも、貯金を全部おろしてしまうと、いざという時に困りますから、手元に数百万円は持っておきましょう。
退職金の次の使い道は、生活費です。年金を受け取るのを出来るだけ我慢して、退職金を使って生活するのです。
年金は、基本的には６５歳から支給されますが、年金を受け取り始める年齢は、６０歳と７０歳の間で選ぶ事ができます。当然ながら、早くから受け取れば、毎月の受け取り金額は減ってしまいます。少しでも受け取り始めるのを待てば、待っただけ支給金額が多くなり、それが一生続きます。
　　年金は、死ぬまでもらえますし、インフレになれば受取額も増えて行きます。老後で一番心配なのは、長生きをしている間にインフレになって蓄えが底を突いてしまう事ですが、年金はそうしたリスクに対する備えとして、大変心強い存在です。少しでも毎月の受取額が増えるように、頑張りたいものです。
ただし、本当に手元の資金がゼロになってから年金を受け取るというのは危険すぎます。手元資金が数百万円になったら、年金を受取りはじめましょう。それ以上手元資金が減ってしまうと、何かあった時に困りますし、何もなければ葬式代として、それくらいは残しておきたいからです。
　　では、老後も持っているべき数百万円は、どうすれば良いでしょうか。銀行に預金しておくのが最も安全だと思っている方も多いと思いますが、銀行預金はインフレが来た時に目減りしてしまいます。日銀が毎年２％のインフレを目指しているわけですから、全部を銀行預金にしておくのは危険です。
　　そこで、数百万円を、銀行預金などで持つ部分、株式で持つ部分、外貨で持つ部分に三等分しましょう。具体的には、株式で持つ部分は投資信託で持ちます。投資信託で持つのは、一つの銘柄の株式で持っているよりも、色々な株式に少しずつ投資できる投資信託の方が、リスク分散が可能だからです。リスク分散というのは、どれか一つが暴落しても、色々な物を持っていれば、資産全体としては大きな被害を受けずに済むという考え方です。
　　もっとも、投資信託の難点は、手数料が高いことです。そこで、ETFという金融商品をお勧めします。ETFというのは、投資信託ではあるのですが、株式と同じように売買されているもので、簡単で便利で手数料が安いのです。
外貨は、具体的には米ドルのMMFと外国株のＥＴＦで持つ事をお勧めしますが、とりあえずドル預金でも何でも外貨で持つと考えていただければ結構です。少子高齢化で貿易収支の赤字が膨らんで行けば、ドル高円安になる可能性が高いので、将来に備えてドルを持っておこう、というわけです。このあたりの事は、後日改めてゆっくり御話します。
投資信託や外貨を買う際に重要な事は、一度に買わずに、時間をかけて少しずつ買うという事です。一度に買ってしまうと、「たまたまその時が一番高かった」といった事があり得るからです。少しずつ買えば、高い時も安い時も買うことになるので、運の要素が減り、堅実な資金運用が出来ることになるのです。
　　なお、皆様の中には、少子高齢化だから、将来は年金がもらえなくなる、と考えている人も多いでしょう。私はそうは思いませんが、ひとそれぞれですから、そう考える人には別のアドバイスをしましょう。年金が受け取れなくなると思うのならば、年金は６０歳から受け取りましょう。受け取れる間に、少しでも受け取っておいた方が得ですから。それからもう一つ。ドルを買いましょう。政府が破産したり年金が払えなくなったりするような国では、銀行に貯金しても危ないですし、日本企業の株を買っても危ないです。一方で、外国人が日本にある財産を売ってドルに換えて本国に持ち帰るようになるでしょう。そうなれば、ドルが高くなるはずです。つまり、少子高齢化のせいで年金が受け取れないと考えている人は、出来るだけ早く年金を受け取って、それをドルに換えておくべきなのです。繰り返しますが、私は死ぬまで年金に頼ろうと思っていますので、年金の受け取りを７０歳まで待ちますが、人それぞれ色々な考え方がありますから。

 









Big Wordにご注意


今回は、ビックワード（Big Word）というテーマについて考えていきたいと思います。

このビッグワードという言葉は、グロービス大学院でよく使われる言葉です。このビッグワードという言葉は、非常に抽象的であり、抽象度が高いために色々な解釈を生んでしまうような言葉、と定義しています。ビッグワードばかりを使っていると、ビジネス上、様々なリスクが生じます。私たちが論理思考について考える際には、このことについて、必ず皆さんに注意を促しています。

プレゼンテーションなどを聞いていると、朗々と話していて耳障りはいいものの、実のところ何を言っているのかよくわからない、ということが、しばしばあります。たとえば部の朝会で、部長が気持ちよく「我が社のサービス価値を上げるために精神誠意頑張りましょう」と話しているとします。皆それなりにしっかり聞いていますが、彼らに対して「今部長が言ったことって具体的に何をすることだと思った？」と訊ねてみると、十人十色の意見が出てきてしまうのです。こういう状態になってしまうのは、部長が使っている言葉が、ビックワードだから、ということに他なりません。たとえば「価値を向上させる」というのは、一般的には極めて抽象度が高く、いろいろな解釈が可能な言葉です。このような抽象度が高い言葉を使うときは、どれくらいの認識が揃っているのか、ということに注意をしなくてはなりません。もし使うのであれば、この語が意味するところを別の言葉で言い換えたり、具体例を添えてあげる必要があるのです。

私が以前に営業をしていたときに、某企業の人事部長から、「うちの社員にはビジョンを描けない奴が多いから、トレーニングをしてくれないか」と言われたことがありました。その隣にいた人事の担当者の方もふんふんと頷いて、「そうなんですね。組織の方向性が見えないという話をよく聞くんですよね」などと話されました。ここでいうビックワードは、「ビジョンを描く」です。聞き手がなんとなくわかったことになる語ですが、少し考えると、この語には色々な解釈が存在することに気がつきます。中長期的な組織の方向性を見いだせないということかもしれませんし、具体的に組織を動かす戦略がわからないということかもしれません。また、具体的にいつまでに何をすべきというアクションプランをいずれかの担当者が練ることができない、ということかもしれません。そもそも、人事部長と、人事部長の話を受けて横で頷いていた人事担当者との間でさえも、全然違うことを考えている可能性があるのです。そうした状況の中で、私がリーダーシップ研修の提案書を作って再訪しても、まったく見当外れのものとなりかねません。これは一例ですが、以上に見たように、ここかしこに、地雷が隠れているのです。こういうことに対して、会社内でビックワードの危険性に対する認識が十分出なければ、誤解や勘違いが社内でますます拡大し、新たな悲劇の種が生まれていくことになるでしょう。

このように、組織内でビックワードが横行している会社は、気をつけなければなりません。もちろん、あえてこういうビックワードを用いることで、部下や後輩に思考トレーニングをさせることもあるでしょう。たとえば、「お前ら、うちのサービス付加価値向上をどうしたらいいかを考えてみろ」という指示をして、彼らがどのくらいの目線で付加価値ということを捉えているのか、はたまた向上というのをどれくらいのレベル感に置いているのか、その視点を確かめる、ということもあっていいでしょう。このように意図を持って使う分には全く問題ありませんが、往々にして、ビックワードは無意識に使われているのです。

ビックワードには、形容詞や副詞にも含まれます。たとえば「早めに対処しておけ」の「早めに」は、どのくらいの時間を指すのか、といったことも、解釈がぶれる可能性は高いでしょう。動詞も「検討する」「対処する」といった言葉は危険です。あるいは、横文字の経営用語もその危険性が高いかも知れません。「シナジーを意識して早めに対処しとけ」などと言われた日には、もう目も当てられません。

皆さんの立場が上の場合、皆さん自身がビックワードで語ってしまった場合、部下の人たちはその言葉の意味することが理解できず、その結果として、言葉の解釈に無駄な時間を費やさざるを得なくなる可能性があります。そしてその曖昧な情報がさらに下の階層まで伝わって、悲劇が再生産することも出てきます。こういうことはあまり生産的ではありません。上の立場であるほど、言葉の重要さを認識する必要があります。話す前に自分でその意味することを確認するなど、日頃からビッグワードに対する感度を高めておくことが重要なのではないでしょうか。

 







Comfort Zone から抜け出すために



今回は、ビジネスパーソンが成長するためのキーワードの一つとして、コンフォートゾーン（Comfort Zone）という概念についてお話します。コンフォートゾーンは、文字通り「居心地のいい場所」という意味です。結論を先に言えば、居心地のいい場所に居続けると成長しません。

私たちがビジネスをして行く上では、三つのゾーンがあると言われています。一つ目が、今申し上げたコンフォートゾーン、二つ目がラーニングゾーン、そして三つ目がパニックゾーンと言われるものです。これらは、元ＧＥのノエル・ティシーさんによって整理されたコンセプトです。

一つずつ、見て行きましょう。コンフォートゾーンにあっては、自分が今持っているスキルセットで手の内に諸事を収めることができ、あまり汗をかく必要がありません。むしろ、皆にちやほやされたり、尊敬されたりすることもあるでしょう。他方、ラーニングゾーンは、コンフォートゾーンから一歩出たところに広がっています。要するに、未知の領域です。自分の今までのスキルセットがあまり通用しないため、冷や汗をかいて、色々なことを探していかなければなりません。そしてパニックゾーンは、ラーニングゾーンよりさらに出たとところに位置します。今までのスキルセットが通用しないばかりか、何が起きているのかもよくわかりません。完全な自分のコントロール外の世界で、ややもすると精神的な不調をきたしかねないゾーンです。

この3つの領域のうち、私たちビジネスパーソンが成長していくためには、ラーニングゾーンに身を置いた方がよいと考えられています。コンフォートゾーンでは成長しにくいということは、皆さん、感覚的にわかるものと思います。新しいスキルセットが必要とされないばかりか、自分の目と鼻の利くところで諸事を片づけることができてしまうためです。一方でパニックゾーンでも、ポジティブな学びを得ることはできません。ストレスのために胃が痛くなって精神的に病んでしまうなど、生産的な学習を生まない環境であるためです。そこで、これら二つのゾーンの中間であるラーニングゾーンが、学習のためには最適なのです。

ここで最も大事なのは、自分が今どのゾーンにいるのか、的確に診断することです。その際には、結局は相対的な比較をもって自分のことを評価することになります。そこでは、自分が持っているあるべき姿、あるいは、過去の自分、あるいは他人、の三者と、現在の自分を比較します。これらと比べて、今自分がコンフォートゾーンにいるのかどうか、判断していくのです。しかし、あるべき自分のバーが低かったり、過去にそれなりの体験をしていなかったり、周りのメンバーにあまり恵まれていなかったりすると、「それなりに汗をかいているから」という理由で自分がラーニングゾーンにいる安易に決めつけてしまいがちです。しかし、チャレンジをし続けている人や、自分のスキルセットをゼロにしながら頑張っている人がすぐ側にいると、「自分はコンフォートゾーンにいるかも知れない」と考えることになるでしょう。そんな時に「自分はラーニングゾーンにいる」と言ったところで、周囲からは「あるべき自分の姿が単に低いだけでしょ」と言われてしまうこともあります。つまり、どういう環境に身を置くかということが、重要なのです。

三つのモデルの理解自体はそんなに難しいことではありませんし、コンフォートゾーンから抜け出すことの重要性についても、成長を志すビジネスパーソンであれば皆考えることでしょう。ところが自分がいるゾーンを冷静に評価することが、やはり難しくあります。「自分はもうパニック状態なので、今、パニックゾーンにいます」と言う人がありますが、他の人と比べてはじめて、「自分は実はあまり汗をかいていませんでした。コンフォートゾーンに実はいたようです」と話すことがあります。こうして現状を把握してようやく、コンフォートゾーンから一歩踏み出すにはという話につながっていくのです。

 







イノベーション産業の集積メカニズム（その１）


・「我が地域から、もっとイノベーションが生まれてほしい！」「革新的な製品を生む企業に、我が地域に来てほしい！」という要望は、世界中の地域で叫ばれている
・理想的な地域としてよく登場するのは「シリコンバレー」だ。カリフォルニア州北部、サンフランシスコの郊外から内陸のサンノゼに至る帯状の地域を指し、アップル、インテル、グーグル、フェイスブックなど、世界的な企業が生まれ続けている。
・「シリコンバレー」と呼ばれ始めたのは60年代の半導体産業の集積が始まってからで、それ以前は、西部のノンビリした気候の良い土地くらいでしかなかった。今は世界の大学ランキングのトップに名を連ねる「スタンフォード大学」も、かつてはさしたる特徴もない田舎の私立大学に過ぎなかった。
・シリコンバレーは、60年代の半導体産業に始まり、70~80年代のパーソナル・コンピューターやバイオテクノロジー、90年代のインターネット、2000年代に入ってからのゲノム（遺伝子）創薬やモバイル・アプリなど、新しい産業を次々と生み出してきた。
・しばしば「シリコンバレーは特別だ」と言われるが、例えば米国ではボストンやサンディエゴ、テキサス州オースチン、ノースカロライナ州リサーチ・トライアングルなど、自立的に発展するイノベーション産業が集積する地域は少なくない。
・これらの地域を見て、世界中が「我が地域にもイノベーション産業の集積を！」と、様々な挑戦を繰り返している。

・そもそも、高度かつ他では替えがきかないイノベーション産業の集積が好まれるのか？生産拠点ではダメなのか？かつては先進国でも、生産拠点の誘致に積極的な地域は多かった（今でも多い）。しかし、グローバル化が進み、先進国の生産拠点は中国をはじめとするアジア諸国や中南米など、コストが安く品質的にも問題ない国々へと移っている。
・このような産業構造の変化を受けて、より付加価値の高いイノベーション産業（研究開発や事業開発のヘッドクォーター機能を担う）の集積に関心が高まっている。
・モレッティというイタリア出身の研究者によると、ハイテク産業などイノベーション創出を担う雇用が１増えると、その地域のサービス関連産業で雇用が５生まれるという（医師や弁護士などの専門職が2、加えてウェイターなど非専門職が3）。一方、伝統的な製造業の場合は1.6の雇用しか生み出さない。そのため、世界中の様々な地域が躍起になってそのような産業集積に挑戦しているのだ。
・雇用の乗数効果が高い理由としては、まずイノベーション産業で雇用される人材は給与水準が高いこと（マイクロソフト従業員の平均年収は17万ドルだとか）。
・また、これらイノベーション産業は集積することでシナジー効果を得る傾向が強い（知識の移転などに都合が良いため）。更に、労働集約的な性格が強く、機械やコンピューターに簡単に置き換えることができない。その結果、所得水準が高い人材が特定の地域に集積する傾向が強まり、雇用の乗数効果が高まるのだ。

・次回は、このようなイノベーション産業の集積はどうすれば形成できるのか、そのヒントをモレッティの研究を引用しながらさらに深堀りする。

【今回のまとめ】
・イノベーションを生み出す産業は、特定の地域に集積する傾向がある。そして、そのような産業がもたらす雇用の乗数効果（波及して雇用を生み出す効果）は５倍にも達するので、世界中の多くの地域がイノベーション産業の誘致や創出に力を入れている。

 







イノベーション産業集積のメカニズム（その２）


・前回は、イノベーションを生み出す産業は、特定の地域に集積する傾向があり、そのような産業がもたらす雇用の乗数効果（波及して雇用を生み出す効果）は５倍にも達するので、世界中の多くの地域がイノベーション産業の誘致や創出に力を入れていることを解説した。
・今回は、そのような産業集積はどのようにして実現しているのかについて考察してみたい。

・例えばウォルマートの本社は、アーカンソー州のベントビルという、極めてコストの低い街に本社を置いてきた。いかにもディスカウントストアらしい。しかし、同社が新規にe-コマース事業を立ち上げるにあたって拠点として選んだのは、サンフランシスコの郊外というコストの高い地域だった。その理由として、全く新しいイノベーティブなビジネスには、「厚みのある高度な労働市場」「多くの専門サービス業（ビジネスのエコシステム）」「知識の伝播」が不可欠と判断したことによる。地域内にこの３要素が高いレベルで揃うと、生産性と創造性が高まり、結果としてイノベーション創出能力が高まる、というわけだ。

・また、バイオ産業の集積のメカニズムについて細かく調べてみると、実は「スター研究者」の存在が重要だということが研究で明らかになっている。一般論としては「優れた大学」が不可欠と言われてきたが、それだけでは不十分で、「ビジョンを持ち、画期的な技術を使いこなせるスター研究者」の存在が重要だという。このようなスター研究者は、その分野で最新の知識（研究成果）を生み出す核となっており、加えて、ベンチャー企業設立に関与することも少なくない。
・例えば、MIT（マサチューセッツ工科大学）には、ロバート・ランガーという著名な化学工学の研究者がいるが、この人の教え子からは120人の教授が生まれている。またランガーは、800本以上の卓越した論文、500件以上の特許、25社のベンチャー設立に関与しており、ボストン地域のバイオ産業集積に極めて大きな影響を及ぼしている。
・研究によると、バイオ産業のみならず、ハリウッドの映画産業の集積も、この説で説明できるという。ハリウッドの形成は1915年にさかのぼり、グリフィスという著名な映画監督が「国民の創生」というかつてない規模の映画を制作し、大成功に導いたことが、その後のハリウッドへの映画産業の集積のトリガーになったというのだ。

・以上のようなことが研究で明らかにされているものの、地域への産業集積には様々な要因が影響するため、一概に「こうすれば良い」という成功の方程式を導き出すことは難しい。しなしながら、地域が一丸となってイノベーション産業の集積を進めてきたテキサス州オースチンやノースカロライナ州リサーチ・トライアングルの事例もある。
・少なくとも、これらの地域は、長い期間に渡ってトップが地域づくりのビジョンを掲げ続け、リーダーシップとボトムアップとで様々な施策を組み合わせてきた。何よりも、地域が「目標を共有する」ことが不可欠なことは間違いない。

【今回のまとめ】
・イノベーション産業に集積メカニズムの研究は進んでおり、「高度な人材の集積による知識の伝播」や「スター研究者の存在」といった必要条件が徐々に明らかになってきている。少なくとも、長い期間に渡って地域が「目標を共有し続ける」ことが重要だ。

 









京セラの経営哲学から見た7つの習慣(2):概説③


① 京セラの経営哲学から見た7つの習慣:概説①　　　②　概説②　③　概説③

<B><font color ="BLUE">(1)　はじめに</B></font>
「京セラ哲学からみた7つの習慣」というテーマでお話ししておりますが、この「7つの習慣」というのは元々米国人のスティーブン・Ｒ・コヴィーが書いた本のタイトルで、アメリカにおけるビジネスや人生で成功するためには「7つの習慣」というのが大事であると言われています。この場合、その7つの習慣が、京セラ営哲学という東洋的な視点からみて、どれくらい当てはまるのかということを読み解いていきたいと思います。今日も概説の続きです。

<B><font color ="BLUE">(2)　正しい生き方と価値観</B></font>
まず、「正しい生き方無しに、真のビジネスの成功とか人生の成功というのはありえない」ということです。それでは、「正しい生き方」というのはどうすれば良いのかという話になりますが、これを考える時、物を認識する「物の見方」、「価値観」が非常に重要になってきます。すなわち、自分の価値観が行動や考え方に非常に大きな影響を与えていると言えます。そこで、その見方を正しいものに変えていく必要があると考えられます。通常我々は自分の価値観で物事を考えて行動しているわけです。

<B><font color ="BLUE">(3)主観の世界と客観の世界</B></font>
自分の過去の経験や親や友達からのアドバイス等といったものをベースとして、自分の思考の中で考えられているもので世界を見ている。それは、客観的に世界を正しく見ているかというと、残念ながら現実には客観的に見ておらず、主観の世界で見ていることがほとんどであると言えます。

<B><font color ="BLUE">(4)小我と大我</B></font>
少し難しくなりますが、東洋的に言うと普通は、自己には自我という「我」があります。自我とか小我というような自分の感情感覚で感じられるままの我で世界を見ているわけです。それは当然なのですが、それを私利私欲・感情感覚等を入れないで、世界を正しく、客観的に見るためには、「無我」、「大我」にならなければいけません。このためには、「思考」、「見方」を変えていく必要があります。どのように見方を変えていくのかというのかというと、「パラダイムの転換」（見方、考え方、価値観の転換）が必要になります。

<B><font color ="BLUE">(5)価値観の転換</B></font>
パラダイムの転換の例としては、例えば、昔地球の周りを太陽が回っている「天動説」が最初に説かれ、その後コペルニクスによって逆に地球が太陽の周りを回っているという「地動説」へ転換していきました。このように考え方の転換をする必要があり、その主観的な感情感覚で自分を中心として世の中を見る見方ではなく、自己の感情感覚を制御して客観的に見る見方が必要なのです。その場合、世の中では自分がこうやりたいと思っても相手がなかなか自分と同じように考えたり、行動してくれないということがありますが、そういう時苦痛が生じます。このような場合、どのようにしたら良いのでしょうか。

自分の都合で、世界を動かそうとする（「天動説」）のではなくて、客観的に一歩引いて見ることが非常に重要になります。多くの場合、他人というのは、自己と同様に、強い自我を持っているために、他人の説得では変わらないことが多くあります。そのため、喧嘩してみるとわかるように、何を言っても、言い返してきて、説得されません。

それぞれの価値観があり、それぞれの自我を持っているわけです。では相手が変わらなければどうすれば良いか。相手が変わらないなら自分から変わっていくということです。自分が変わると相手も変わります。こちらが怒ったりすると、相手も怒ったような返事が返ってくる。こちらが良いこと、何か優しい言葉などかけてやると相手もも優しくなる。それと同じように、自分が変わることによって相手が変わる（「地動説」）ということです。これをアメリカ的には「インサイド・アウト」（「内から外へ」、「自分から他人へ」）と呼びます。
このように考え方や価値観をどのように変えていくかというと、実はアメリカなどにおいて、第一次大戦後から現代まで、特に人間の品格・徳を重視する「人格主義」から個人の自由を重視する「個人主義」へということで、自我の確立や個性を重視するようになってきているのです。そうではなく、もう一度「人格主義」を重視する価値観に戻ろうとする。それが、ここでいう「パラダイムの転換」ということになります。

<B><font color ="BLUE">(6)人格主義と徳</B></font>
現在のパラダイムというのは、「個人主義」という価値観で、個人、自我を中心として考え、行動しています。そうすると、自己(主張)を非常に重視しますので、このような考え方で様々な対立、紛争、社会・環境問題等が起こっているわけです。他方、「人格主義」というのは、日本語で説明すると「徳」と言えます。儒教の世界で「人徳」という言葉がありますが、仁義礼智信といった「徳」を身につけるということです。その中で、一番の根本は何かというと、この本では「良心」と言っています。
例えば、つまみ食いをすることでさえ、本心良心が働いて、「つまみ食いしては、ちょっとまずかったかな」などということが脳裏をよぎる。（感情感覚を制御して）この本心良心に従って全部の思考・行動をしよう。そしてこの本心良心に従うと、「誠実」であったり、「謙虚」であったり、「正義」を重視したりといった「性善説」に基づく心が本来の人間には備わっていることが理解できます。この本心良心は実は、(私利私欲・感情感覚にまみれた主観的な)「小我」を超えた（理性的で、公平で客観的な）「大我」の心なのです。この本心良心を基礎とした人格主義という価値観に従って行動していけば、ビジネスも人間関係も含めて幸福になれるということを本書で主張しているわけです。

<B><font color ="BLUE">(7)　むすび</B></font>
「ビジネスにおいても人生おいても正しい生き方無しには真の成功や幸福はありえない」ということで、自分の価値観は行動に大きな影響を与えますので、（感情感覚を基礎とした「個人主義」（「天動説」）ではなく）本心良心を基礎とした「人格主義」（「地動説」）という価値観に従って、ビジネスや人生を行うことが成功とか幸福の鍵であるということを自覚して、生活の中で血肉化していくことが、西洋東洋を問わず非常に重要であるということです。

〔参考〕スティーブン・コヴィー[2013]「７つの習慣」キングベアー社

 









社会ﾈｯﾄﾜｰｸと経営学（その１：ﾌﾞﾛｰｶｰの便益）


•社会ネットワークの研究分野では、他人とのつながり網で、どういうポジションをとるかにより、我々の行動とパフォーマンスが決まる、という。良く知られている理論として、構造的空隙理論(structural hole theory)がある。理論の提唱者であるシカゴ大学のRonald Burt教授は、直接なつながりを持たない二つのアクターの間で仲介役割を果たすアクターをブローカー(broker)と称し、人間関係や企業間の取引関係ネットワークにおいて、ブローカーのポジションを取る個人や企業は、高いパフォーマンスを得ると主張した。

•実証研究例
Burtは、社内従業員間のアドバイス・ネットワークにおいて、ブローカーのポジションを取る従業員は、昇進が早く、高い給料をもらっていることを明らかにした。また、企業間のアライアンス・ネットワークにおいて、ブローカーのポジションを取っている企業であるほど、よりサバイバルに有利であり(Koput & Powell, 2000)、新しい取引先をよく見つける(Stuartなど，2007)ことが明らかになった。

•なぜ、ブローカーは有利になるのか？
ブローカーの便益には2つのメカニズムが存在する。1つは、ブローカーは、ネットワーク内で流れている色んな情報にアクセスすることができ、何の情報を誰が持っているかなどに関する知識も持っている。さらに、その情報が、他者には共有されていないため、誰よりも早く、効率的に、多様な機会に恵まれることが可能になる。もう一つは、交渉力に関する便益である。ブローカーは、仲介をしている2つのアクターの間で、両者の情報フローを操作することができるため、他者の依存を得ることが可能であり、他者に対してパワーを持つ。

•実務に生かすことはできないか？
ブローカーはネットワーク中でコミュニケーションを活発化させると言われる。例えば、社内で営業グループと研究開発グループ間のコミュニケーション・ギャップが問題になると言われるが、両グループでのブローカーに業務上のつながりを持たせるだけで、両グループの全員を繋げなくても、多様な情報交換が可能となる。したがって、ブローカーの便益を主張する学者たちは、皆が繋がりを持つネットワーク(閉鎖型ネットワーク)よりも、ブローカーが多く存在するネットワーク(オープンネットワーク)が、コミュニケーションが活発であり、高いパフォーマンスを出すという。
企業が提携先を選ぶ際に、ブローカーのポジションを取っている他社を提携先として選ぶと、ブローカーが持つ多様な情報に効果的にアクセスすることができる。実際に、ZaheerとBell(2005)の研究では、研究開発提携ネットワーク上で、ブローカーを占める他社と提携を組むだけで、新しい技術や情報、資源へのアクセスが可能となり、革新的な研究成果を出す傾向があることを証明した。

 







社会ﾈｯﾄﾜｰｸと経営学（その２：ﾌﾞﾛｰｶｰの便益をめぐった論争）


•ブローカーの便益（オープンネットワークの便益）に関しては、長い間、論争が続いていた。前回には、ネットワークメンバーが互いに多数のつながりを形成している閉鎖型ネットワークでは、情報の重複が発生し、コミュニケーションの非効率性が生まれると話していたが、実は、逆に、閉鎖型ネットワークの方がパフォーマンス優位性をもたらすという主張もある。

•なぜ、閉鎖型ネットワークが有利なのか？
アメリカの社会学者であるJames Colemanによると、閉鎖型ネットワークは、ネットワークメンバー同士の信頼をもたらす。ネットワークの中で多くのアクターがつながりを持つと、重要度の高い情報が交換されたり、戦略的知識などを共有することが可能となる。さらに、閉鎖型ネットワークの中で、もし、アクターが機会主義的な行動をとると、その行動に関する悪い評判が、ネットワーク全体に共有されやすいため(評判効果)、お互いに協力的な行動を取るようになる。

•どういうネットワークを持つべきなのか？(オープンネットワーク vs. 閉鎖型ネットワーク)
ネットワークを形成する目的が何かによる。新技術開発が目的の提携ネットワークにおいては、多様で、かつ、新しい情報への迅速なアクセスが重要であるため、オープン・ネットワークの方が望ましく、既存の技術を改善する目的の研究開発提携であれば、閉鎖型ネットワークが望ましいと思われる。また、高い地位を得るにはオープン・ネットワークが有効であり、財務パフォーマンスを高めるには、閉鎖型ネットワークが有効という研究もある(Shipilov & Lee, 2008)。
組織文化にもよる。例えば、XiaoとTsui(2007)によると、中国のように集団的文化が強い国の組織では、オープン・ネットワークよりは、閉鎖型ネットワークの方が高いパフォーマンスをもたらす。
ハイブリッド型ネットワークを持つことも有効である。つまり、ブローカーのポジションを持つアクターにより構成された閉鎖型ネットワークを形成して、閉鎖型ネットワークとオープンネットワークの両方の便益を取る(McFadyen et al.,2009)。

 









イノベーションとクリティカルシンキング



今日は、イノベーションとクリティカルシンキングの関係について話します。結論を先に言えば、両者は密接に関係しています。
たまに「ロジカルシンキングを鍛えると、革新的なビジネスを考える上で妨げになるのではないか」という話を聞くことがあります。しかしながら、実際にはそんなことはありません。
このことを申し上げるために、クリティカルシンキングについて、二つのキーワードを軸に説明します。

一つ目のキーワードが、「イシューに常に立ち戻る」、ということです。イシューとは、「今我々が考えるべきそもそも論」のことです。
我々は往々にして、そもそもの目的や考えるべき何かを忘れて、議論に熱中することがあります。
何か一つの意思決定をするにも、様々な人間関係や部署間の対立が重なっているために、当初の目的を見ることができなくなるのです。そうならないように、まずは細かいロジックは置いておくとして、頭の片隅でイシューを絶えず抑えておくことが大事です。
「イノベーター」と言われる人と接触する機会が私には多くありますが、彼らはいつも、細部のことにはこだわらずに、何よりも本質的なポイントを意識し、そこを議論の中心に持ってきます。
ビジネスの現場では、プロジェクトが予定通りに進まなかったり、お客さんからクレームを受けたり、魅力的な提案が相手から来たりと、いろいろな細かい事象に心を奪われるものです。それらに対して逐一対応したいという誘惑に駆られますが、そこで少し待って、そもそも我々のビジネスの目的が何だったのか考え直すのです。
「イシューに常に立ち戻る」、ということは、クリティカルシンキングの最重要事項として徹底されることですが、こういうことはまさにイノベーターの日常の行動原理に根付いていることそのものなのです。

二つ目のキーワードは、「当たり前を疑う」、ということです。
私たちは、眼前の前提を当然として、ロジックを組み立てがちです。
少し前に、ルールに基づいてロジックを組み立てるという演繹法に関して話しましたが、演繹法における「ルール」を、今回話している「前提」と置き換えていいでしょう。「前提」自体が本当なのかどうか、絶えず疑ってみましょう。
これも、イノベーターにに共通する思考特性の一つです。
すなわち、誰もが疑わないようなところに、メスを入れるのです。
たとえば、「お役所がこういうことをやれと言っている」との報告を受けた際に、「具体的に誰が言っているの？本当にそう聞いたの？きちんと交渉したの？」と深く突っ込んでいき、最終的には「絶対に交渉して」と指示を出すのです。
通常であれば、ここまで考えていくことは少ないでしょう。しかしこのように疑っていくことで、第三の方法が生まれてきたり、これまでとはまったく異なる景色が見えたりし、さらにはイノベーションに繋がっていくのです。
ビジネスを考える際には、これまで考えたこともないようなベーシックな部分まで立ち戻っていくことが、重要なのではないでしょうか。
もっともこれを現場で行うとなると、実は非常に大変で、どこまで疑わないといけないのか難しくあります。
一方で、疑う人がいなくなる環境は恐ろしいものです。組織に新しい血をできるかぎり入れておいた方がよいという話がありますが、これはこの点に繋がるものです。新しい人は、素朴な疑問を投げかけてきます。転職者でも新卒採用の方でも異業種の方でもいいのですが、組織の前提を疑う人と接触しやすい環境下で組織作りをすることも、重要なのです。

今日の話をまとめます。
イノベーションとクリティカルシンキングの関係について知るために、二つのキーワード、つまり「イシューに常に立ち戻る」と「当たり前を疑う」について説明しました。これらの行動様式は、クリティカルシンキングにおいての重要項目であると同時に、イノベーターの思考特性として共通的に持っていることでもあります。ややもすると遠く見られがちな「イノベーション」と「クリティカルシンキング」という概念ですが、実は裏側では密接に関係しているのです。

 









「言語選択力」をきたえよう



今日は、言語選択力について話します。言語選択力とは、要するに、適切な言葉を選ぶことができるスキルのことを指します。

ビジネススクールの学生から、よく言語選択力について尋ねられることがあります。「言いたいことがあるんですが、大事な場面で適切な言葉がすっと出てきません」、「インパクトがある言葉をぱっと言える人が周りにいますが、私はそういうのがどうも苦手です」といった感じです。

この問いに答える前に、言語選択力の重要性について説明しておきましょう。
言語選択力は、どの業界、どの職種においても、非常に大切なスキルです。私自身、前職では採用に携わっていましたし、今でも初対面の方とコミュニケーションする機会が多くありますが、やはり、短時間しか話していないにも関わらずその内容がこちらの頭に残る人と、長時間話したにも関わらず話の内容がこちらの頭に残らない人がいます。当然その背景には、言葉の選び方だけではなく、雰囲気の作り方など様々な要素が存在するでしょう。しかし、言葉の選び方というのは少なからずの影響を与えているように感じています。言語選択能力が高い人は、聞かれたことに対して、インパクトがありかつ的確でイメージしやすい言葉をぱっと持ってきます。それに触発されて、対話相手のイメージが具体化され、相手からも新しい言葉が引き出されるので、高い次元の会話のキャッチボールが出来上がっていくのです。

さて、そこで最初の問いに戻りましょう。言語能力を鍛えることはできるのでしょうか。
私は、鍛えることはできるものと考えています。そこにはいろいろなコツや鍛え方があるでしょうが、あえて一つだけ申し上げれば、「制約をかける」ことが大事でしょう。

よく言われることとして、日本の製造業の現場の生産性の高さは、「工場や土地の狭さ」に起因する、ということがあります。
広大に広がる土地を持つ企業は、狭小の土地を持つ企業に比べて、土地の使い方の関心は低くなるのは必然です。
一方で、狭い土地で生きて行かなくてはならないプイレイヤーにとっては、土地活用の効率性は死活問題になります。そうすると、狭い土地に置かれたプレイヤーは、当たり前のことですが、勝つためにみんなチエを絞るわけです。必死に悩むわけです。
そして、そこから結果的にイノベーションが生まれるのです。
そんな試行錯誤を10年くらい繰り返してみましょう。
広大な土地を持つプレイヤーでの現場での働き方と比較したとすれば、全く違う超効率的で生産性の高い現場が出来上がっているのです。

同じ原理は、今回の問いにも当てはまります。
短時間で何かを相手に伝えなければならない環境下に置かれている人はおのずと、言葉の選択に関して知恵を絞るようになります。一方で、時間的な制約がなかったり、言葉で伝わらなくとも人間関係によって伝わるという環境下に長くいる人であれば、言葉に対するセンシティビティが徐々に落ちていきます。そうした人に、「短い時間内でインパクトがある事を話してください」とお願いしても、困ってしまうのではないでしょうか。

そこで、時間の制約を設けた訓練が必要となるのです。
たとえば、１時間続く会議において結論を５分で出すように指示すれば、皆知恵を絞って、どのように決めるかという点や誰が実際に仕切るかといった点にも意識を向けるようになるでしょう。
こうした訓練を繰り返せば、皆、今までよりも短い時間で決断を下せるようになるかもしれません。
ビジネススクールでは、擬似的な経営判断をグループで１０分以内にするように指示することがあります。土台無理な話ではありますが、１０分でベストを出すために、何をまず考えるべきなのかという点に意識が向くようになります。そうなると、話す言葉にも無駄がだんだんなくなってきます。
もしくは、２０分で話す予定のプレゼンテーションを、突然３分でお願いしてみます。そうすると、冷や汗をかきながらも知恵を絞って、適切な言葉を選択するようになるのです。このように時間的な制約をかけていくことによって、言葉に対するセンスが磨かれていくのです。

今日の話をまとめます。
今日は、言語選択力について話しました。適切な言葉を短時間で選びインパクトをもって伝える能力は、鍛えることができるものです。鍛え方の方法の一つとして、時間的制約をかけることを提案します。これによって、言葉に対するアンテナが高くなるとともに、無駄が削ぎ落されて、言語選択力の向上に繋がっていくように思います。

 









京セラの経営哲学から見た7つの習慣概説4


1 京セラの経営哲学から見た7つの習慣:概説1 2 概説2　 3 概説3　　4　概説4

<B><font color="BLUE">(1) はじめに</B></font>
「京セラ哲学からみた7つの習慣」というテーマでお話ししておりますが、この「7つの習慣」というのは元々米国人のスティーブン・R・コヴィーが書いた本のタイトルで、アメリカにおけるビジネスや人生で成功するためには「7つの習慣」というのが大事であると言われています。この場合、その7つの習慣が、京セラ営哲学という東洋的な視点からみて、どれくらい当てはまるのかということを読み解いていきたいと思います。今日も概説の続きです。

<B><font color="BLUE">(2)　順序とプロセスを踏む</B></font>
ビジネスや人生において成功や幸福を得たければ、「順序とプロセスを踏まなければいけない」というのが今回のお話になります。「順序とプロセスを踏む」。当然のことと言えば当然のことのようですが、これをより掘り下げていくことになります。

<B><font color="BLUE">(3)　成長過程と成功の段階</B></font>
まず人間の成長のプロセスで見ていくと、赤ちゃんの時は母親に「依存」しています。しかし成長と共に「自立」していきます。それから社会に出て「相互依存」の関係になっていくようになります。このように、「依存の状態」から「自立の状態」、そして「相互依存の状態」とプロセスを踏み、段々と高度化していきます。
依存→自立→相互依存
これは、成功やビジネスにおいても同様のことが言えます。成功という場合には、まず自立の状態で「私的な成功」を収め、それを社会的に応用して、「公的な成功」、「社会的な成功」を収めるという順序を踏んでいくということになります。
私的な成功→公的な成功
このように、社会的な成功をするためには、それ以前に私的な成功、人格等をしっかり形成していないと公的な成功、社会的な成功は有り得ないということになりす。

<B><font color="BLUE">(4)　7つの習慣と根本義としての心</B></font>
このように、全てのことについて順序とプロセスがあるということについて少し考えてみようと思います。その場合、私的及び公的な成功をする為には何が一番必要なのかというと、ここでは「７つの習慣」を扱っていますので、それに沿って考えていきます。この場合、順序として「（正しい）思いを蒔いて行動を刈り取る。行動を蒔いて習慣を刈り取る。習慣を蒔いて人格を刈り取る。人格を蒔いて人生を刈り取る」というようなプロセスを踏みます。
（正しい）思い→行動→習慣→人格→人生(成功・幸福)
「７つの習慣」で取り上げられていることとしては、良い習慣を身につけると人格が立派になり、最終的に人生で成功もするし幸福にもなれるということなのです。そこで最も大切なのは、「正しい思い・見方・考え方」ということです。そして、これは、前回ご紹介したパラダイムとしての「自我・小我」ではなく「大我・自己超越」、すなわち感情と感覚で判断・行動する自我ではなく、自己を超越した客観的な本心良心で全てを考えて行動しなさいよということになります。それをベースにして、習慣が人格を形成し、人格が人生を形成していくということなのです。
<B><font color="BLUE">(5)　習慣の3要素と成功の方程式</B></font>
この場合、習慣には３要素というものがあります。すなわち、習慣を形成する要素として「知識」と「やる気」と「スキル」というものがありす。まず、「知識」は、習慣を作るのに何をするのか、何故するのかについての側面に役立つ「ものです。次に、「やる気」は、やはりやる気が継続しないと習慣になりませんので、実行したい気持ちがやる気になります。最後に、「スキル」ですが、これは種々のことを処理する能力のことであり、この能力を少しずつスキルアップしていかないといけません。こうした習慣が血肉化していくことで人格、人生を形成していくということになります。この習慣の3要素を成功の方程式で見ると非常によく似ています。成功の方程式というのは、「考え方×情熱×能力」のことです。ここをもし「考え方」を「知識」、「情熱」を「やる気」、「能力」を「スキル」とするとぴたりと当てはまります。

<B><font color="BLUE">(6)　 相互依存は自立より遥かに成熟した高度の概念</B></font>
習慣をベースとして、人格を形成し、人生をハッピーにということです。先程から依存の状態から自立の状態、相互依存の状態というように、社会的な公的な成功をおさめるためには、相互依存の状況が非常に重要であるということを強調しているわけです。この相互依存の状況を「７つの習慣」では、「自然界の全ての要素が相互依存の関係にある」と言っています。これは東洋的に見ると、「相依関係の哲学」といい、東洋哲学の根本原理の１つになります。そのため、これは西洋と東洋で全く同じことを言っていることになります。
相互依存という概念がこの本で語られていますが、そこでは、「相互依存は自立より遥かに成熟した高度の概念である」と西洋人の発言とは思われないようなことが述べられているわけです。西洋的には一般に「自己・自我の確立」と言ったことが強調されます。しかし、ここでは、相互依存は自立より遥かに成熟した高度の概念であると述べております。そのため、日本の共同体的な考え方というのは、自己の確立よりはるかに成熟した高度のものであることがここで実証されているのです。何故かというと、相互依存というのは高い人格とか自制力が必要なのです。他にも色々ありますが、要するに人格者であることが前提になって信頼とか尊敬がお互いに持てなければ、相互依存は出来ないということです。

<B><font color="BLUE">(7)　相互依存とシナジー効果</B></font>
相互依存というのはやはり公的成功の一番の原動力と言えるでしょう。何故相互依存が素晴らしいかというのは、これは１＋１が２といったような単純なものではありません。１＋１が２でもあったり、100であったり、100万であったりする可能性を含んでいるのです。そのため、一人でするよりも、相互に協力し合い、良いとこどりをすると相乗（シナジー）効果によって予想もしなかった素晴らしい結果が出る可能性を含んでいると言えるでしょう。

<B><font color="BLUE">(8)　むすび</B></font>
今日はビジネスや人生において、成功や幸福を得たければ、「順序とプロセスを踏まないといけない」。順序としては依存→自立→相互依存。私的な成功→公的な成功。思いを行動にし、行動を習慣として、習慣を人格として人生を歩んでいく上で、最高のレベルは「相互依存関係」である。お互いにシナジーを100％以上発揮して社会的成功や良い人間関係あるいは幸せを追求し合うということが大切であるということについてお話しました。

〔参考〕スティーブン・コヴィー[2013]「７つの習慣」キングベアー社

 







新興国の成長メカニズム


今回のまとめ：新興国のイノベーション・システムは、しばしば国際技術移転を重要な契機として形成されています。

これまで日本、米国、欧州といった先進国・地域のイノベーション・システムをみてきました。今回は新興国に目を転じてみたいと思います。ただ、一口に新興国といっても、イノベーションを独自に創出することができている国ばかりではなく、その意味で固有のイノベーション・システムが成立しているとは限りません。今回の焦点は、新興国のイノベーション・システムを既に成立しているものとみるのではなく、それが形成されていくプロセスをみることにあります。

　一国の産業の発展には、「プロダクト・ライフサイクル」と呼ばれるパターンが見出されてきました。これは、ある新製品が市場に導入されると、しばらくしてからその需要が急激に成長し、やがて需要が飽和すると市場は成熟段階を迎え、ついには他の新製品に需要が移動して、製品の寿命が終わりを迎えるというものです。このパターンは、横軸に時間、縦軸に需要量を測ると、Ｓ字型のカーブ、成長曲線を描くことになります。
　新製品が最初に開発、導入されるのは、一般的に所得水準の高い先進国です。やがて相対的に所得水準の低い国にも、その製品に対する需要が生まれるようになると、当初は先進国からの輸入によって賄われます。しかし、需要量が拡大すると、低所得国の国内でもその製品の生産が行われるようになります。さらに、低所得国での生産効率が高くなると、その低所得国から他の低所得国や、最初に新製品を導入した高所得国への輸出が行われるようになります。
　このようにして、ある産業の一国における発展は、輸入、国内生産、輸出の順に、それぞれ活発になる時期が間隔をおいて訪れるという様子を示します。この三つの山が時間のズレをおいて描かれる様子から、このような発展のパターンは「雁行形態的発展」と呼ばれています。私たちの記憶にある事例として、テレビ、半導体、パソコン、携帯電話などが、このような発展のパターンを辿ったことを想起できるのではないでしょうか。

　さて、このような発展パターンにみられるように、ある産業の生産活動の中心が国の間を移動するという現象をもたらしているのは、関連する技術が、先進国、高所得国から、開発途上国、低所得国に移転されるということ、すなわち国際的な技術移転です。この国際技術移転は、先進国からの生産設備等の輸入、特許等の国際ライセンス契約や途上国への直接投資の他、刊行物の普及、技術者の移動などを通じて遂行されます。
　この国際技術移転は、1960年代の末頃から、南北間の所得格差を解消する効果を持つものとして、国連関係機関、世界銀行、OECDなどによって注目されはじめました。しかし、こうした国際機関は、技術移転の政策的な重要性に注目する一方で、技術移転に伴う様々な困難も明らかにしてきました。
　まず、そもそも技術の送り手となる先進国側の企業は、将来の競合企業を育ててしまうかも知れないため、技術移転を進んで行おうとするわけではありません。技術移転が政策主導で行われる場合でも、移転される技術の選択には、そのような民間企業の意思が反映されやすいので、結果的に途上国の望む技術は移転され難いということになります。
　技術移転を阻む要因は、途上国側にもあります。まず、そもそも当該産業の製品に対する需要量が不十分であれば、関連する技術は受け手となる企業で活用されず、定着もしません。また、受け手側において製品事業を展開するために必要な資金、経営能力、熟練労働力などが不足していることが阻害要因として指摘されてきました。この点に関連して、国連が1988年に公表したレポートでは、技術移転は、生産技術や製品技術に関する知識、ノウハウの移転だけで完結するのではなく、人的資源管理、財務、マーケティングなどの経営に関する知識や、品質管理のノウハウなどが一体となったパッケージによって成立するということに注意を喚起しています。
　また、仮に技術移転を阻害する要因が問題にならない場合でも、技術移転が受け手側の国において社会的・文化的風土や自然環境を破壊するといった負の影響を持つ可能性があることには注意が必要です。土着の伝統的な技術との融合を図る必要も生じます。こうした点を考慮した上で、移転が望まれる技術を意味するものとして「適性技術」や「中間技術」といったコンセプトが提起されるようになりました。

　さて、以上のような議論を踏まえて、1980年代以降、注目されてきた東アジアの成長をみてみましょう。
　かつて1980年代に急成長を遂げた香港、韓国、シンガポール、台湾といった新興国・地域はNIEsと呼ばれていました。当時のNIEsの成長メカニズムは、先進国企業の海外直接投資（FDI）などを通じて技術やノウハウの移転を受け、次第に先進国や途上国への輸出品目を形成するというものでした。この過程で、前述したテレビ、半導体、パソコンなどがNIEsの輸出品目になったわけです。
　NIEsの中でも特に韓国と台湾は、日本企業の技術に対する依存度が高いと言われていましたが、これらにおいては自国の産業を保護するため、FDIに対する規制も強化されるようになりました。
　自国の産業を保護するための政策として、しばしばFDIに対するローカルコンテンツ要求、つまり進出企業に国内産品の購入を要求する一方、輸入を制限して国内産品に代替していくという措置がとられます。しかし、このような規制をかけると、要求水準の高い先進国市場向けの生産を行う企業の進出が阻まれるため、高度の技術が移転されず、国内企業の技術力も向上しなくなります。このため1990年代には多くの国でFDIに対する自由化政策が進展しました。その一方で、保護主義的な政策を継続し、FDIを経由する以外の方法で先進国企業の技術を吸収した国もあったわけです。

　さて、NIEsの急激な成長は、1993年に発表された世界銀行のレポートの中では政府の政策選択がもたらした「奇跡」と評されましたが、ポール・クルーグマンという経済学者は、NIEsの成長は技術進歩を伴っていないので、奇跡というのは根拠のない作り話だと批判しました。しかし、単なる作り話でないことは、その後の歴史が証明したといって良いと思います。NIEsの中には、その後、明らかに技術進歩を主な成長要因とした国も存在します。ただ、それを可能したものは、未発達な市場メカニズムを補完した政府の政策だけではないでしょう。急成長を遂げた東アジア諸国で形成されてきたイノベーション・システムの特徴は、それぞれの国における政策の役割を企業や高等教育機関との関連において把握することで、はじめて包括的に記述できると思います。











イノベーションをめぐる国の競争優位


今回のまとめ：国際競争力に関する議論は、産業分野ごとに行わなければ意味を持ちません。

これまでイノベーション・システムの特徴を、日本や米国といった国、あるいは欧州、東アジアといった地域を単位としてみてきました。ところで、こうした国際比較の文脈では、しばしばイノベーションをめぐる国レベルでの競争力なり競争優位が論点とされることがあります。今回は、イノベーションをめぐる国際競争力と、その捉え方について論じてみたいと思います。

　しかし、考えてみると、国レベルの競争というのは、不可解な言葉です。
　企業であれば、それぞれの事業目的を追求するとしても、同一の市場で事業を展開している複数の企業が存在する限り、そこに競合関係が発生することは避けられません。その事業目的が本来、顧客価値を創造することに向けられており、他社に打ち勝つこと自体にあるのではないとしても、企業間の競争は結果的に顧客にとって望ましい成果をもたらすものと期待されており、それ故にカルテルのような競争制限的な行為は、競争政策による規制の対象とされているわけです。また、このような見方から一般的に企業間競争はイノベーションを刺激するものと考えられてきました。
　ところが、これを国レベルに置き換えてみると、その競合関係とは一体何を目的に、どこで行われることになるのかが、甚だ漠然としてきます。また、競争関係の優劣なり競争力は、何を基準に評価すべきなのかも、直ちに分かりません。例えば、競争の目的は何かという問に対して、「自国民の経済的利益の確保」という答えが与えられたとしても、この答えでは、そもそも何故、国同士が競合関係に立たなければならないのかという、より前提的な問いを新たに呼び起こすことになります。それは、企業間の競争は、基本的に同一の顧客層に対する価値の提供をめぐって行われるのですが、国が経済的利益を提供すべき「自国民」というのは、もとより国ごとに異なるからです。
　実は政策論議や文献の中で、国レベルの競争力が取り上げられている場合、そこで論じられているのは、「国」を単位とした問題ではなく、特定産業の国内及び国外の市場における自国企業の競争力です。また、いわゆる国際的な競争力に関する議論が意味を持つのは、この限りだと思います。しかし、とかく「国の競争力」に関する議論は、この限界を超えて、政策的に意味のあるものと思われがちです。

　競争戦略論の研究者として著名なマイケル・ポーターは、1990年に『国の競争優位』という大著を刊行しました。そこで把握された「国の競争優位」とは、「ある国の企業が特定の産業分野において他国の企業よりも素早くイノベーションを実現できること」と要約できます。ポーターは、10カ国の多様な産業分野について貿易統計などを使った分析を行った上で、そのような競争優位を決定する要因を、４つの条件とそれらの相互作用関係としてまとめています。４つの条件とは、「要素条件」、「需要条件」、「関連産業・支援産業」そして「企業戦略・競争戦略」です。
　「要素条件」とは、生産活動の投入要素である熟練労働や、インフラストラクチャーなどの資源を意味しています。ただ、投入資源というと、既に与えられた条件のように見られがちですが、ポーターは熟練した人的資源や科学的知識などの最も重要な資源は、相続されるものではなく、創造するものであるという点に注意を促しています。
　「需要条件」とは、文字通り市場における需要が、どのような水準にあるのかを意味していますが、ここでポーターは、特に国内市場に要求水準の高い顧客(demanding buyers)が存在することが、イノベーションを加速させると述べています。
　「関連産業・支援産業」の条件については、特に国内のサプライヤーなどが、それ自体、強い競争力を持っていることが挙げられています。
　最後に「企業戦略・競争戦略」については、特に国内に強力な競合他社が存在することが、競争優位の創造と持続を促す条件として挙げられています。
　ポーターは、これら４つの要因が、相互関係を持つものであることを強調し、４点を線で結んだフレームワークを示して、これを「ダイヤモンド」と呼びました。要素間に相互作用があるということは、例えばある要素が国際競争において不利であっても、別の要素によって補完されることがあるといった状態を意味しています。このように４つの要素は相互作用しながら、全体としてイノベーションを創出する上での優位性を提供すると説明されているので、このフレームワークは、イノベーション・システムのモデルの１つとして捉えることができると思います。
　ただ、イノベーション・システムのモデルとして見た場合、このフレームワークは、イノベーション政策の役割を明示的に捉えていないという点で特異です。その背景には、政策の役割は競争的な環境を創出するための触媒に止まるべきだとするポーターの思想があります。彼は、政府主導型の共同研究開発のような政策は、競争力を弱めるものとして厳しく批判しています。しかし、政府がイノベーション・プロセスに直接介入する政策が、競争力を弱めるかどうかは、当該産業の発展段階によって異なると私は思います。かつて日本の政府が共同研究開発を主導したことには、当時の日本企業が１社当たりでは米国の巨大多国籍企業に到底太刀打ちできない弱小企業に過ぎなかったという事情に起因する蓋然性がありました。その意味で、政府の役割に対するポーターの見方は、歴史的な時間軸を持たない評価になってしまっているようです。

　さて、前述のように国際競争力に関する議論は、産業分野ごとに見なければ意味を持たないものになってしまうのですが、各国の政府は自国の産業競争力に重大な関心を寄せ、しばしば国レベルの競争力に関する評価レポートを公表してきました。
　その代表的な取組は、米国の競争力評議会(COC)に見ることができます。近年のCOCの評価レポートの中では、2004年に公表された"Innovate America"、通称「パルミサーノ・レポート」が日本でも注目されました。
　しかし、こうしたレポートの中には、明らかに利益誘導的な意図が窺えるものもあるので、注意が必要です。例えば、1999年にCOCが公表したレポートは、ポーターや著名な計量経済学者が関与し、イノベーション・インデックスという競争力指標を提示したことが注目されました。この指標は長期的にイノベーションをリードしていく国は日本であることを示しており、レポートは米国政府に警鐘を鳴らすものであったため、日本のメディアにも大きく取り上げられたのです。しかし、その内容を検討してみると、イノベーション・インデックスのアウトプット指標が専ら特許出願件数に依拠していることをはじめ、驚くほど杜撰な分析を行っていることに気付くことになるでしょう。

 







京セラの経営哲学から見た7つの習慣：(1)第1の習慣：主体性を発揮する①


1 京セラの経営哲学から見た7つの習慣:概説1 2 概説2　 3 概説3　4　概説4 　5 第1の習慣「主体性を発揮する①」

<B><font color="BLUE">(1) はじめに</B></font>
「京セラ哲学からみた7つの習慣」というテーマで、シリーズでお話ししておりますが、今日は、第1の習慣のお話しです。

<B><font color="BLUE">(2)　7つの習慣</B></font>
「7つの習慣」は次のようなものです。
<img alt="1126表.jpg" src="http://bbiq-bs.jp/blog/1126%E8%A1%A8.jpg" width="540" height="238" class="mt-image-center" style="text-align: center; display: block; margin: 0 auto 20px;" />
<B><font color="BLUE">(3) 主体性を発揮する</B></font>
今日は第１の習慣としての「主体性を発揮する」がテーマになります。ここはまず「私的な成功をするための3つの習慣」の1つということです。この第１の習慣というのは「自立のパラダイム」の下での第１習慣であり、この「主体性を発揮する」というのは、次の２つのことを含んでいます。すなわち、第１は、「率先して物事を行う」というのは勿論ですが、第２は、自分が選択したものなので、それに対する考え方や行動の結果の責任を取る（「自己責任」）ということになります。
　主体性の発揮―(自立のパラダイム)→①率先して物事を行い、かつ②責任を取る

<B><font color="BLUE">(4)自覚と決定論</B></font>
人間は、自分が何をしているか、何を考えているかを比較的客観的に見ることができます。これを「自覚」と言いますが、この自覚が正常に働いているかどうかが問題になります。通常は正常に働いていると私たちは思っていますが、実際はそうではありません。
これは様々な社会的な通念や色々な考え方によって影響を受けています。ポジティブ・ネガティブな影響を受けているわけですが、そのうちの１つの例が、例えば、人間の行動を決定するものとして米国では「決定論」という考え方があります。これは人格や性格、気質といったものはＤＮＡ、血統によって決まっているというような「遺伝子的決定論」や、このような人格・気質等が両親の育て方等によって決まってしまうという「心理学的決定論」、あるいは人格等がその人が取り巻く環境によって決定されるという「環境的決定論」等です。こういうことは、どれか１つということはではありませんが、トータルしてみるとなんとなく、これらの決定論に従っていると考える人も多いと思います。案外、日常的に遺伝的・心理学的・環境的の要因によって自分の行動が左右されていることも多いのではないでしょうか。例えば、今日は天気がいいので、今日は気分いい。雨や嵐だと何となく気分まで悪くなってしまうなんてこともありますよね。

<B><font color="BLUE">(5)決定論的反応（「反応性モデル」）と人間的反応（「主体性モデル」）</B></font>
この決定論の代表的なものとして「パブロフの犬の実験」があります。これは、いつもベルを鳴らして餌を与えていると、ベルを鳴らしただけでよだれが出てくるという「条件反射モデル」なのですが、これは刺激に対して直接反応するというモデルになります。これはどちらかというと動物的な刺激に対する反応のモデルであり、これを「反応性モデル」と言います。一方、人間的なモデルとして、「主体性モデル」があります。人間的と動物的は何が違うのかというと、刺激と反応の間に「選択の自由」が入るのです。これを入れるか入れないかというのが非常に重要なのです。
（決定論的反応）「反応性モデル」：刺激→反応モデル　
（人間的反応）「主体性モデル」：刺激→選択の自由→反応モデル

<B><font color="BLUE">(6) 理性のワンクッション</B></font>
要するに、刺激があって直接的に反応するというのはどちらかというと感情的ですね。感情・感覚的なのが前者です。一方、京セラ的には、「理性のワンクッション」を入れる、理性的にワンクッション入れて、刺激→反応ではなく、刺激→自由選択→反応になっているのが人間的なのです。ではそこに何を入れているか、そこに入れるものが重要なわけですけれども、それが「自覚」と「想像力」と「良心」と「自由意志」ということなのです。何を言っているのかというと、「自覚」というのは冷静に客観的にということです。冷静に客観的に「自由」に「想像力」を働かせ、「本心良心」に基づいて判断し、行動して下さいということなのです。そのため、選択の自由、刺激があった場合には、冷静に自由に想像力を働かせて、良心に従って判断して反応してくださいというモデルだと言えます。
「主体性モデル」：刺激→選択の自由（自覚・想像力・良心・自由意志）→反応

<B><font color="BLUE">(7) 左右するか、左右されるかと「５自力」</B></font>
このことが「選択の自由において主体性を発揮する」ということなのです。「選択の自由」は、「主体性を発揮する」という第１の習慣に非常に入ってくるわけです。そのため、まず自主性・主体性を発揮し、「率先して物事を行い」、その結果としての自己の人生に対する「責任を取る」ということが非常に重要だと言えます。この場合、人に左右されるか、こちらが左右していくかというの、は非常に大きな問題です。刺激部分すなわち周りが動くのを受動的に待っていると、周りに左右されてしまうのです。これが普通なのですが、こうして感情等が左右されてしまうことを「他律的」といいます。その「他律的」ではなく、自分が能動的に率先して何かをする、渦の中心になってやることで、「自律的」に何かを考えて行動していくということが重要です。
【受動的】環境→自分→他律的　　　【能動的】自分→環境→自律的
主体性を発揮するということを京セラ哲学的にみれば、「自燃性」と言います。「自燃」というのは自分から燃えるということです。また、別の表現をすれば、「渦の中心になれ」とか、「率先垂範する」とか、あるいか「自らの道は自ら切り開く」というものになります。結局西洋的に言っている主体性を発揮するというのは、東洋的に見ても同じような習慣であると言えると思います。これらは、小生が重要であると考える「５自力（５つの重要な自己の力）：自由・自主・自立・自律・自燈（自らの人生の方向を自ら照らし出すこと）」と全く同様です。

<B><font color="BLUE">(8)まとめ</B></font>
今日は、ビジネスや人生に成功するためには、７つの習慣が重要であり、その一番基礎になっているのが「主体性を発揮すること」、すなわち、「率先して物事を行い、かつ結果について自己責任を取るということが重要である」というお話をしました。
〔参考〕スティーブン・コヴィー[2013]「７つの習慣」キングベアー社

 









創業300年の長寿企業はなぜ栄え続けるのか①



今日から数回にわたって、私がグロービス経営大学院の修了生の仲間とともに書いた『創業300年の長寿企業はなぜ栄え続けるのか』（東洋経済新報社、2014）の内容について話して行きます。

まず、創業300年の長寿企業の話に入る前に、創業100年の企業が日本に何社くらいあるか考えてみましょう。ざっくりと言えば、なんと26,000社も存在します。創業200年を迎えている企業が1,200社、そして創業300年を超える企業が600社程度です。さらに、創業400年を超えた会社が190社、創業500年を超えた会社が40社あります。実は日本は、世界では考えられないくらいの長寿企業大国です。世界の企業の中で創業200年を超えた会社の40～45％が、日本に存在しています。

本屋さんへ行くと、創業100年の企業に関する本がちらほら出ていることに気付きます。創業100年の企業であれば、おじいちゃまが創業し、現在はそのお孫さんが経営しているといった状態が多く見られます。その場合、現在の経営者は、創業者の想いを直接聞くことができたことになります。そこで私たちは、創業者と今の経営者が絶対に会ったことがないような企業について知りたいと考え、創業300年を区切りに調査を開始しました。また、私たちはビジネススクールに勤務していますので、現在の企業経営に何らかの示唆を提示したいとの思いもあります。創業300年の歴史を持ちながら、売り上げが50億円くらいはあった方が、企業経営として考察しやすいと考え、これらの条件を備える会社を選んで行きました。その結果、69社が該当しました。そのうちには、全国的に有名な会社も多く見られます。鰹節のにんべんやデパート松坂屋、月桂冠、ヤマサ醤油、東急百貨店、三越（現三越伊勢丹）などです。

世界で最も古いと言われる企業である金剛組という建設会社も、それらのひとつです。創立は西暦578年、なんと、今から1400年以上前に作られた会社です。また、とあるお醤油屋さんにインタビューに行った時には、こんな会話から始まりました。「田久保さん、うちの会社はね、大阪夏の陣の翌年にできたんだよ」と。このような古い歴史を持っている会社が、日本にはたくさんあります。続いているからには、何がしかの理由があるはずです。現在ではたくさんの会社が起こされていますが、一方でまた、たくさんの会社がなくなって行っています。こんな時代だからこそ、長く続いている会社から学ぶべきことは多くあるのではないでしょうか。そのように考えながら調査を進めて行くと、様々なことがわかってきました。

まず、長寿企業と聞くと、「それってファミリービジネスなんでしょう」と思われる方が非常に多いですが、実はファミリービジネスではなく、上場している企業や、創業者一族が経営から完全に手を引いている企業も、たくさん見られます。したがって、現在皆さんがお勤めの会社も、もしかすれば300年以上続くことになるかもしれません。そのためのヒントとして、このシリーズに耳を傾けていただければと思います。

 






